別紙
利用者の居宅等において健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を
行ったと市町村が認める場合の取扱いについて

【該当サービス】
　放課後等デイサービス、児童発達支援、障害児入所施設、生活介護、就労移行支援、就労定着支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、共同生活援助、障害者支援施設

【基本的な考え方】
○緊急事態宣言の対象地域が全国に拡大され、本市においても、感染拡大防止に取り組む必要がある。
○そのためには、人との接触を避けるため、居宅等における支援に切り替えることも検討いただきたい。
○その場合において、居宅等においてできる限りの支援を行うよう､個々の状況に応じた支援内容を十分検討いただきたい。

【現在の取扱い】
電話による健康管理及び相談支援のみでは、通常の報酬を算定することは認めていない。

【今後の取扱いについて】
これまでの方針のとおり、できる限りの支援の提供を行ったと本市が認める場合には通常の報酬算定を認めることとする。
ただし、個々の事情により、電話による支援しか行えない場合は、その理由を記載したうえで申請することを可能とする。その際、「できる限りの支援」が電話しかないのかどうかを、個別支援計画や他事業所の支援内容等も参考にしながら十分検討ください。
昨今、新型コロナウイルスに関連し、DVの問題も生じておりますので、居宅等における支援を行う際には、家庭における保護者と児童の状況も把握していただき、必要な時には助言等の支援をしていただきますようお願いいたします。

【注意事項】
　① 支援記録については、通常のサービス提供を行ったときと同様、詳細に記載すること。
② メールは相手の声や表情が汲み取れないことから望ましくない。
　③ 1日の利用者数について、通所での支援と居宅等における支援の利用者数の合計が利用定員を超過してはならない。
[bookmark: _GoBack]　④ 利用者ごとの1月の利用回数について、通所での支援と居宅等の支援の1月の合計回数が、当該利用者の契約日数を超過してはならない。
　⑤ 居宅等における支援を行った際の放課後等デイサービスの報酬単価については、全て平日単価で請求すること。
⑥ 万が一事業所が休業になった時などに、介護が必要な方が居宅等にて過ごす必要が生じた場合には、当該利用者への居宅での介護については、可能な限り本取扱いを利用し、元々利用していた通所事業所の職員の方が居宅等を訪問し介護の提供を行ってください。居宅介護等の支給決定を受けることも考えられますが、ヘルパーの不足が懸念されますので、ご協力いただきますようお願いいたします。また、サービスの提供については相談支援事業所にもご相談のうえ調整いただきますようお願いいたします。

【その他】
・本取扱いによらない対応が必要な場合には障がい保健福祉課までご相談ください。
